
平成17年12月14日

独立行政法人評価年報（平成1６年度版）の発行

独立行政法人について国民の理解の向上を図るため、総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会は、
平成16年度に実施した独立行政法人の15年度実績に対する評価の結果や運営に関する基礎的な情報等を簡
潔に整理し、年報として公表するものです（今回が３回目）。

独立行政法人は、「その業務の内容を公表すること等を通じて、その組織及び運営の状況を国民に明らかにするよう努めなければならない。」
（独立行政法人通則法第３条第２項）とされています。また、国民により分かりやすい情報提供という観点から、「中央省庁等改革の推進に関する
方針」Ⅲ16(3)において、政策評価・独立行政法人評価委員会は、独立行政法人に関する公表資料を取りまとめ、公表するものとされています。
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省独立行政法人評価委員会の評価結果
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・中期目標期間終了時の見直し関係

・財務内容の改善等についての評価方法の
在り方に関する研究会の開催状況



主な内容

第１部 独立行政法人の状況
１ 独立行政法人数の推移
○ 平成13年４月に57法人でスタートした独立行政法人は、特殊法人

等整理合理化計画や、国立病院・療養所の改革に伴って設立された
法人等が加わり、17年４月現在、109法人

独立行政法人数の推移

２ 役職員
① 平成17年１月現在の常勤職員数は122,386人。職員数200人未満の
法人が全体の50％（108法人中54法人）

職員規模別の独立行政法人の状況

２

② 法人の長及び理事各１人の法人が全体の36％（108法人中39法人）

２
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108１２1４５６10171939１法人数

計1510９８７６５４３２１

法人の長及
び理事等の
数の合計

（人）

法人の長及び理事等の数の合計別の独立行政法人の状況（平成16年10月１日現在）

③ 法人の長の報酬は、府省の局長級と同水準の法人が全体の60％
（108法人中65法人）（平成16年10月現在）

法人の長の報酬（月額）水準別法人数

Ａ：府省の事務次官級超（約131万円超）

Ｂ：府省の事務次官～外局の長級（約131万円～約114万円）

Ｃ：府省の局長級（約107万円～約99万円）

Ｄ：府省の審議官級（約91万円～約78万円）

Ｅ：その他

（注） 各法人の役員報酬規程等に基づき、政策評価・独立行政法人評価委員会が作成し
た。

（注）１ 政策評価・独立行政法人評価委員会の調査による。
２ 「特定」は、役員及び職員に国家公務員の身分を与えて
いる特定独立行政法人を、「非特定」は、それ以外の独立
行政法人を示す。

（注）政策評価・独立行政法人評価委員会の調査による。

（注）１ 政策評価・独立行政法人評価委員会の調査による。
２ 「先行独立行政法人」は、中央省庁等改革に伴い設立された独立
行政法人を、「移行独立行政法人」は、特殊法人等整理合理化計画
等に基づき特殊法人等から移行して設立された独立行政法人を示す。
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17
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15
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平成13

年度
運営費交付金

国庫補助金

施設整備費

受託収入

自己収入等

出資金・借入金等

前年度繰越金

積立金取崩金

10,000 20,000 30,000 140,000

計 4,793

計 5,755

計 38,942

計 138,920

計 160,637

150,000 160,00040,000

３

３ 財務・会計

① 予算総額は、平成13年度が57法人で4,793億円、17年度が109法人
で16兆637億円

独立行政法人の予算の推移（総額）

(57法人)

(59法人)

(96法人)

(108法人)

② 経営努力による目的積立金の承認を受けた法人は、96法人中16法
人（総額11億円）。うち９法人が1,000万円未満（平成15年度）

目的積立金の状況（承継分を除く）

行政サービス実施コスト規模別の法人数

③ 行政サービス実施コスト（※法人の業務運営に関して国民の負担
に帰せられるコスト）は、０円以上50億円未満の法人が96法人中47
法人（平成15年度）

※ 行政サービス実施コストには、独立行政法人会計基準第24により、次に掲げるコス
トが含まれる。
① 法人の損益計算上の費用から運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金
等に基づく収益以外の収益を控除した額

② 「特定の償却資産に係る減価の会計処理」を行うこととされた償却資産の減価償
却相当額

③ 「退職給付に係る会計処理」により、引当金を計上しないこととされた場合の退
職給付の増加見積額

④ 国又は地方公共団体の資産を利用することから生ずる機会費用

（注） 各独立行政法人の各事業年度の年度計画に基づき、政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。

（注） 各独立行政法人の各事業年度の財務諸表に基づき、政策評価・独立行政法人評価
委員会が作成した。

（注） 各独立行政法人の各事業年度の財務諸表に基づき、政策評価・独立行政法人評価
委員会が作成した。
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４

４ 評価結果の反映状況

① 平成14年度業務実績に関して府省評価委員会が行った評価結果の

法人の業務運営等への主な反映事例は次のとおりである。

平成15年度には、自主改善努力として既卒の未就
職者を対象に就職支援に関する講習会を開く等の就
職支援活動を行った他、航空会社への就職指標値を
設定し、就職状況について自己評価を行った。

航空大学校

平成15年度においては、次期中期計画策定に向け
た研究所のミッションの検討作業の着手、施設利用
計画作成等の前倒し、ホームページ英語版の充実、
必要な分野に着目した研究員の受入れ等業務の質の
向上及び効率化を行った。

建築研究所

研究評価の結果を資源配分に反映させることにつ
いては、学内競争的資金を創設し、平成15年度には
共同研究の重要課題に配分した。16年度予算配分で
は、学内競争的資金として一定額を留保し、さらに
充実することとしている。

水産大学校

移管を計画している施設については、関係する民
間増殖団体に対する技術移転のための指導、技術者
養成のための研修員の受入れを行い業務の質を低下
させないよう努めた。

さけ・ます資源管理セ
ンター

業務の民間委託の可能性を検討するため、各牧場
周辺の業務受託環境を調査するとともに、どのよう
な業務において外部委託が業務の効率化に結びつく
か検討を行った。
そのうち、外部委託による効率化の効果が高いと

判断された新冠牧場春別分場における飼料生産につ
いて、外部組織と委託内容に関する交渉を開始し、
その他の業務は引き続き検討を行うこととした。

家畜改良センター

平成15年度は、話題性の高い特別展等を年間を通
して継続的に開催し、国民各層の科学に関する知的
欲求に応えるべく努力した結果、約109万人の入館者
を集めた。

国立科学博物館

平成15年度より、経済産業省、法務省、（社）情
報処理学会等と連携し、電子政府の基礎となる「文
字情報データベース」の構築を開始。

国立国語研究所

府省評価委員会の評価結果の反映の概要独立行政法人名

業務実績に関する評価結果の主な反映事例

（注） 平成15年度の評価に基づき政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。

② 府省評価委員会が行った平成14年度業務実績に関する評価結果に

ついて政策評価・独立行政法人評価委員会が述べた意見の、15年

度業務実績に関する評価等への主な反映事例は次のとおりである。

政策評価・独立行政法人評価委員会の意見の主な反映事例

平成15年度の実績評価より、各計画ごとに適切な評価が
実施できるように「サービスその他の業務の質の向上」と
「業務運営の効率化」の同一手法の評価項目について
「サービスその他の業務の質の向上」の項目から削除し整
理を行った。

農薬検査所

種畜等の生産に要する総コストについて、具体的な試算
方法について検討するとともに、都道府県や民間企業の類
似施設とのコスト比較等の可能性について検討。

家畜改良センター

平成15年度実績評価においては、各展示施設ごとに評価。
特に飛鳥資料館においては、その意味づけについても再考
を求めた。また、次期中期目標の策定に向けた観点からの
評価も実施。

文化財研究所

平成15年度業務実績評価書においては、学術的有用性と
社会的有用性を分けて記述し、それぞれ、どの観点からの
分析であるかが分かるよう記述。

国立国語研究所

平成15年度の業務実績評価にあたっては、会館の事業と
地方の女性関連施設等で行われている事業を比較しつつ、
国と地方、民間等の役割分担の視点を踏まえ評価を実施。

国立女性教育会館

平成15年度の業務実績評価より、研修事業及び教育相談
活動の評価項目に「医療・福祉・労働等の関係機関・団体
との連携協力状況」を追加し、関係機関との連携協力の観
点も含めて評価を実施。

国立特殊教育総合
研究所

法人全体の業務量をチェックするという観点から受託費
等により行う研究開発が法人の他の業務に支障を与えてい
るかどうかを分析・評価。

情報通信研究機構

政策評価・独立行政法人評価委員会の意見の反映の概要独立行政法人名

（注） 平成15年度の評価に基づき政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。



５

第２部 評価活動等の状況

① 各府省評価委員会では、平成16年６月末までに、法人から15年

度の業務実績報告書の提出を受け、各府省評価委員会で定めたそ

れぞれの評価基準に基づき審議を行い、評価結果を取りまとめ、

これを各法人及び政策評価・独立行政法人評価委員会に通知する

とともにホームページ等において公表した。

② これらの評価結果について、政策評価・独立行政法人評価委員

会では、５つのワーキング・グループを設けて集中的に作業を実

施し、12月に意見を各府省評価委員会に通知した。

○ 政策評価・独立行政法人評価委員会では、平成16年６月４日に

閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2004」

を踏まえて、平成17年度末までに中期目標期間が終了する56法人

のうち平成16年中に見直しの結論を得ることとされた32法人の主

要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性についても、５つ

のワーキング・グループを設けて集中的に作業を実施し、12月に

勧告の方向性を各主務大臣に通知した。

３ 財務内容の改善等についての評価方法の在り方に関
する研究会

○ 各独立行政法人に共通的な課題について横断的に研究するための

ワーキング・グループとして平成14年度から開催している「財務内

容の改善等についての評価方法の在り方に関する研究会」を平成17

年３月以降計５回開催し、平成17年７月11日に、「平成16年度業務

実績評価の結果についての評価における関心事項（「財務内容の改

善」及び「業務運営の効率化」関係）を取りまとめた。

２ 評価結果等の概要

○ 掲載内容

法人名（理事長名）、法人の目的・主要業務、中期目標期間、府

省評価委員会・分科会の名称（委員長・分科会長名）、府省評価委

員会の評価基準の概要、評価結果の概要（項目別評価・総合評価）、

政策評価・独立行政法人評価委員会の意見

【本件連絡先】

総務省行政評価局
独立行政法人第一担当評価監視官室

あ ら い ゆたか

評 価 監 視 官：新 井 豊 （内線：２５０４）
え の も と た い し

調 査 官：榎 本 泰 士（内線：２５０６）
す な や ま ゆたか

総括評価監視調査官：砂 山 裕 （内線：２４３８）

電話 （直通） ０３－５２５３－５４４４～５４４６
（Ｅメール）ysunayama@soumu.go.jp（砂山総括評価監視調査官）

１ 評価委員会の評価活動等

(１)年度評価関係

(２)中期目標期間終了時の見直し関係


